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第６回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年11月１日) 

 

第 ６ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成25年11月１日(金曜日) 

            午前10時０分開議 

            午前11時59分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 社会保障制度改革について 

 報告事項 

  ①熊本県配偶者等からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する基本計画の見直

しについて 

  ②熊本県ひとり親家庭等自立促進計画の

見直しについて 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 渕 上 陽 一 

        副委員長 増 永 慎一郎 

        委  員 小 杉   直 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 平 野 みどり 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 甲 斐 正 法 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 松 葉 成 正 

総括審議員兼         

政策審議監 牧 野 俊 彦 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 山 田 章 平 

子ども・障がい福祉局長 田 中 彰 治 

健康局長 白 濵 良 一 

首席審議員兼         

健康福祉政策課長 古 閑 陽 一 

健康危機管理課長 一   喜美雄 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 大 村 裕 司 

社会福祉課長 青 木 政 俊 

首席審議員兼         

子ども未来課長 中 園 三千代 

子ども家庭福祉課長 藤 本   聡 

障がい者支援課長 松 永   寿 

医療政策課長 三 角 浩 一 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

首席審議員兼         

健康づくり推進課長 山 内 信 吾 

薬務衛生課長 今 村   均 

病院局 

病院事業管理者 向 井 康 彦 

総務経営課長 林 田 浩 稔 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 黒 岩 雅 樹 

政務調査課主幹 松 野   勇 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○渕上陽一委員長 おはようございます。 

 それでは、ただいまから第６回厚生常任委

員会を開催いたします。 

 まず、議事次第、社会保障制度改革につい

てに入ります。 

 執行部の説明を求めた後に、一括して質疑

を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るため、最初に一度立っていただいた後、説

明は着座のまま簡潔にお願いいたします。 

 それでは、社会保障制度改革について、資

料に従い、担当課長から説明をお願いしま

す。 
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○古閑健康福祉政策課長 健康福祉政策課の

古閑でございます。よろしくお願いをいたし

ます。着座にて説明をさせていただきます。 

 まず、委員会説明資料をお願いいたしま

す。 

 めくっていただきまして、目次がございま

す。 

 本日は、社会保障制度改革に関しまして、

現在の検討状況につきまして、最初に総論に

ついて一括して御説明した後、関係課長のほ

うから、各論について、それぞれ説明をさせ

ていただきます。 

 早速、恐れ入りますが、別添の資料、縦書

きの総論１をお願い申し上げます。 

 社会保障制度改革国民会議報告書(概要)で

ございます。――よろしいでしょうか。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 これは、ことし８月６日に発表されました

社会保障制度改革国民会議報告書の概要でご

ざいます。 

 第１部が社会保障制度改革の全体像でござ

います。 

 まず、２の基本的な考え方でございます。 

 本日は、下線を引いたところを中心に、ポ

イントのみを御説明させていただきます。 

 ４項目ございますが、まず、(1)は、日本

の社会保障は自助を基本とし、次に共助、こ

こでは社会保障制度が自助を支え、最後に公

助、税金が補完する仕組みというものでござ

います。 

 (2)では、社会保障の給付と負担について

ですが、１つ目の丸の２行目で、社会保障に

伴う国民負担の増加は不可避であり、徹底し

た給付の重点化、効率化が必要とされており

ます。また、２つ目の丸で、現在の世代は現

在の世代で賄うことが必要で、将来の世代の

負担が過大とならないようにすることが必要

とされております。 

 次に、(3)では、日本の社会保障は、社会

保険方式を基本とし、２つ目の丸の最後です

が、公費の投入は、保険者間で調整ができな

いなど、やむを得ない事情がある場合とすべ

きとしております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 (4)では、世代間の給付と負担の考え方に

つきまして、１つ目の丸でございますが、全

ての世代に安心と納得が得られる全世代型の

社会保障に転換を目指すとしております。 

 次に、３の今回の社会保障制度改革の方向

性が８項目示してございます。 

 主なものとしまして、(1)では、1970年代

モデルから超高齢化の進行等に対応した全世

代型の2025年日本モデルへの改革、(2)で

は、全ての世代が、年齢ではなく、負担能力

に応じて負担し、相互に支え合う仕組みづく

り、(4)では、少子化問題が社会保障全体に

かかわる問題として初めて位置づけられ、未

来への投資として取り組むべきとされており

ます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 (6)では、地域づくりとして、医療、介

護、福祉、子育てに取り組み、地域包括ケア

システムの構築など、21世紀型のコミュニテ

ィーの再生を図る、(7)では、国と地方が協

働しながら、それぞれ責任を果たしながら、

制度改革に取り組むとしております。最後

に、(8)では、高齢化の最先進国として成熟

社会の構築へチャレンジすべきとしておりま

す。 

 ４の社会保障制度改革の道筋では、消費税

増税という負担増に対して、速やかに国民に

還元するための短期の取り組みと、団塊の世

代が全て75歳以上となる2025年を念頭に置い

て段階的に実施する中長期の改革という２つ

の時間軸で実現を図るとしております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 この第２部は、各論になります。 

 社会保障制度改革の４つの分野、少子化対

策、介護、医療、年金の分野について、最後

の15ページまで記載がなされております。 
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 本日は、各論につきましては、既に、この

報告書を受けて、国の各種審議会等で詳細な

議論が始まっているところもございますの

で、後ほど関係課長のほうから、別途、それ

ぞれ資料を使いまして、御説明をさせていた

だきます。 

 続きまして、恐れ入りますが、また横開き

の委員会説明資料のほうに戻っていただきま

して、１ページをお願いいたします。 

 持続可能な社会保障制度の確立を図るため

の改革の推進に関する法律案の概要でござい

ます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 まず、法案の趣旨等でございますが、ただ

いま説明しました国民会議の審議結果を踏ま

えまして、社会保障制度改革の全体像、進め

方を明示するもので、10月に閣議決定をさ

れ、今国会に提案をされているところでござ

います。 

 法案の主な概要ですが、まず、講ずべき社

会保障制度改革の措置等として、４つの分野

について、改革の検討項目とその実施時期等

を明らかにしたものでございます。 

 先ほど申し上げましたが、後ほど各項目に

ついては御説明申し上げますが、主なものと

しては、１つ目の丸の少子化対策につきまし

ては、括弧書きの部分になりますが、既に成

立しております子ども・子育て関連法の着実

な実施を図るとなっております。 

 また、２つ目の丸の医療制度につきまして

は、病床機能報告制度の創設や地域の医療提

供体制の構想、これは新しき地域医療ビジョ

ンを作成し、地域の病床機能の分化、連携を

図っていくというものでございます。また、

国保の都道府県への移行といった保険者・運

営等のあり方の改革に取り組むこととされて

おります。 

 ３つ目の介護保険制度では、病院、施設か

ら地域、在宅への観点から、地域包括ケアの

推進や介護保険の予防給付を見直し、市町村

事業へ移行するといった改革に取り組むこと

としております。 

 今後、関連法案の提出時期につきまして

は、米印に記載のとおり、医療サービスの提

供体制、介護保険制度等につきましては、26

年度の通常国会に、また、国保などの医療保

険制度につきましては、27年度の通常国会に

法案を提出すると規定されております。それ

ぞれ法案提出後順次実施が図られていく予定

になっておりますが、非常に短い時間の中で

大きな改革が進められようとしております。 

 次に、改革推進体制としましては、関係閣

僚から成る改革推進本部、また、有識者から

成る改革推進会議を設置し、検討を行うこと

とされております。 

 大変恐れ入りますが、また縦書きの別添の

資料の２をお願い申し上げます。――よろし

いでしょうか。 

 ただいま説明を申し上げました社会保障制

度改革の法律案に対します地方６団体の意見

を参考までに御説明申し上げます。 

 まず、国民健康保険制度についてでござい

ますが、国保の都道府県への移行に当たって

は、３つ目のポツでございますが、国保の財

政上の構造的な問題を解決し、将来にわたり

持続可能な制度を構築すること、また、４つ

目のポツでは、2,200億円の公費投入など財

源の確保や、最後の５つ目のポツでは、都道

府県や市町村との適切な役割分担などについ

て、地方と協議をしっかり行うこととしてお

ります。 

 次に、医療提供体制等についてですが、都

道府県が主体的に医療提供体制を構築し、地

域で必要な医療を確保していくため、これか

ら策定予定の地域医療ビジョン策定などにつ

いては、都道府県に実効性ある権限や財源を

付与し、推進すべきとしております。 

 ２ページをお願い申し上げます。 

 介護保険制度につきましては、１つ目のポ

ツで、現在の要支援者に対する介護予防給付
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の見直しについて、市町村事業に移行するに

当たっては、市町村の財政状況等により実施

に格差が生じないように、また、十分な財源

を確保すること、また、２つ目のポツでは、

介護サービスの効率化、重点化に当たって

は、国民の理解が得られる合理的な制度と

し、新たな財政負担や過大な事務負担が生じ

ないように見直すべきとしております。 

 最後の４つ目の少子化対策につきまして

は、待ったなしの国家的課題であり、特に待

機児童解消加速化プランの推進や新制度施行

の財源確保が重要である。また、２つ目のポ

ツでは、地方の実情に合った幅広い取り組み

に対して支援を図るべきとしております。 

 総じて申し上げますと、これから始まる制

度改革に対して、地域の実情に合った制度設

計や、都道府県や市町村の役割分担の明確化

や、必要な財源や権限の確保など、地方から

共通した意見を申し上げているところでござ

います。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課・中園

でございます。よろしくお願いいたします。 

 別添資料の１のほうで、４ページをお願い

いたします。 

 少子化対策分野の改革について御説明いた

します。 

 一番最初の丸に、子どもたちへの支援は日

本社会の未来につながるもの、社会保障制度

改革の基本とございます。 

 これまでの社会保障制度といいますと、医

療、介護、年金という高齢３分野が中心でし

たけれども、３つ目の丸にありますように、

今回初めて子育て支援が加わりまして、４分

野の一つに位置づけられました。これは、歴

史的に大きな一歩とされているところでござ

います。 

 ４つ目の丸に、若い世代の希望を実現する

ために、妊娠・出産・子育ての切れ目ない支

援を行うこと、５つ目に、子ども・子育て支

援新制度とワーク・ライフ・バランスを車の

両輪として進めること、６つ目に、これらの

施策は、国・都道府県・市町村・企業が一体

となって進めることなどが必要とされており

ます。 

 その下の２番以降６ページまで、少し具体

的に国民会議の考え方がまとめてあります

が、国の少子化対策の基本的な方針というこ

とで、別の説明資料のほうで御説明したいと

思います。 

 恐れ入りますが、横長の資料の説明資料を

お願いいたします。 

 ４ページをお願いいたします。 

 資料に少子化危機突破のための緊急対策と

ございますが、国民会議と並行しまして、別

途有識者の会議で議論が進められまして、６

月に少子化社会対策会議という、これは全閣

僚で構成する会議ですけれども、そこで決定

されたものでございます。 

 基本方針の冒頭に、これまでの少子化対策

はとありますので、御参考までに、次の５ペ

ージに少子化対策の歩みを載せております。

そこにございますとおり、20年以上にわたっ

てさまざまな施策が積み重ねられてきました

が、少子化傾向には一向に歯どめがかかって

おりません。 

 そこで、４ページの基本方針としまして

は、これまでの子育て支援と働き方改革を一

層強化するとともに、これまで手薄だった結

婚・妊娠・出産支援を対策の柱として加え、

３本の矢として打ち出すとされております。 

 めくっていただいて、６ページをお願いい

たします。 

 ３本の矢につきまして、それぞれ重点的な

項目が整理されております。 

 そして、７ページから、その項目ごとに、

具体的に何をするかといったことが書かれて

おります。 
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 ７ページをごらんください。 

 まず、子育て支援ですが、１番は、何とい

いましても、子ども・子育て支援新制度の円

滑な施行ということです。県としましては、

９月議会で子ども・子育て会議の設置条例を

議決いただきましたが、その第１回目を連休

明けの11月５日に開催予定でございまして、

県の計画案などの議論をスタートさせたいと

考えております。 

 ２番の待機児童解消加速化プランにつきま

しても、９月議会で予算の議決をいただきま

したが、国の方針に沿って新制度を前倒しす

る形で進めております。 

 ３番の多子世帯への支援、４番の子育て支

援ネットワークにつきましては、これまでの

事業の充実強化といった形になります。 

 ８ページをお願いいたします。 

 働き方改革ということで、県では商工観光

労働部の所管ですけれども、子育て支援とは

車の両輪でございますので、子ども・子育て

会議の中でも一緒に議論いただくことになろ

うかと思います。 

 ９ページをお願いいたします。 

 少子化対策としましては、初めて追加され

ました結婚・妊娠・出産支援でございます。 

 １番では、結婚を希望する者が結婚できる

ように若者の経済面の安定に取り組み、さら

に、新婚世帯に対する支援措置を検討すると

されております。 

 ２番では、妊娠・出産について、男女とも

に適切な時期に正確な情報提供を行うこと、

また、３番では、地域における相談・支援拠

点の体制充実を図り、利用しやすい環境を整

えるとされております。 

 10ページをお願いいたします。 

 ４番では、退院後の母子にできるだけ早期

にかかわり、必要な支援につなげることが必

要とされております。これは、産後の心身の

不調や孤立感といったものが、児童虐待など

にもかかわると指摘されていることを踏まえ

てのものでございます。 

 また、５番では、地域の産科や小児医療体

制の整備、６番では、不妊治療に対する支援

のあり方についての検討を進めることとされ

ております。 

 最後の11ページには、現在実施されており

ます支援体制の概要を載せております。 

 左から右に向けて時系列的に並べてありま

すが、妊娠から子育て期にかけて切れ目のな

い支援を行うことが大変重要と考えておりま

す。 

 少子化対策は以上でございます。 

 

○古閑健康福祉政策課長 12ページをお願い

いたします。 

 ここからは、医療制度改革について２つの

項目がございますが、まず、(1)の病床機能

報告制度の創設と地域医療ビジョンの策定に

ついて御説明を申し上げます。 

 資料は、13ページから19ページにわたって

おりますが、本日は、主に14ページ、15ペー

ジの図を使って御説明を申し上げます。 

 まず、14ページの図でございますが、この

資料は、先ほど説明しました社会保障制度国

民会議における資料になります。 

 左に現在の病床数を示しております。上か

ら下に急性期から療養の病床となっておりま

す。真ん中の部分に当たりますのが急性期を

過ぎた回復期、リハビリ期に当たる病床です

が、極端に少なくなっているのがわかりま

す。そのため、形が非常にいびつになってお

りまして、いわゆるワイングラス型と呼ばれ

ております。 

 一番左端に７対１、10対１などと数字を書

いておりますが、これは、患者数に対する看

護師の数で、急性期のほうがより看護が手厚

い状況となっております。 

 今後、この地域の実情を踏まえまして、20

25年までに亜急性期や回復期、リハビリの病

床を充実しまして、右側のような形にしてい
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こうという医療機能の分化の考え方が示され

ているところでございます。 

 次の15ページをお願いいたします。 

 今申し上げました医療機能の分化を進める

ための仕組みとして、大きく３つ掲げてござ

います。１つ目が、図の左上の医療機関によ

る報告でございます。これは、医療機関の病

床ごとに担っている医療機能について、ま

ず、現状と、もう１つは、自主的に選択した

今後の方向について、例えば、図にあります

ように、将来的にＡ病棟は急性期、Ｂ病棟は

亜急性期などと、医療機関の意向を県に報告

するというものでございます。 

 次に、２つ目でございます。 

 下の囲みの部分でございますが、地域医療

ビジョンの策定でございます。 

 県に報告されました情報等を活用しまし

て、2025年の医療機能の必要量を２次医療圏

ごとに定めた地域医療ビジョンを策定し、医

療計画に盛り込み、さらなる機能分化を進め

るというものでございます。このために、国

は、ガイドラインを示すとされております。 

 ３つ目が、図の右側の真ん中の部分でござ

いますが、この機能分化を支援するために、

都道府県が補助金を活用して取り組みを支援

するとともに、診療報酬の活用についても検

討するというものでございます。 

 16ページ以降は、今説明しました報告制度

や地域医療ビジョンについて記載をしており

ます。 

 19ページにスケジュール案がございます。 

 19ページのスケジュール案でございます

が、26年度に先ほど申し上げました報告制度

の運用を開始し、国のガイドラインを踏まえ

まして、27年度以降に地域医療ビジョンを策

定するということになっております。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課の大塚でございます。よろしくお願い

いたします。着座にて説明いたします。 

 同じ資料の20ページをお願いいたします。 

 (2)国保の保険者・運営等のあり方の改革

等についてでございます。 

 21ページをお願いいたします。 

 10月15日に閣議決定されました社会保障制

度改革のプログラム法案に盛り込まれました

内容につきまして、国の資料等によりまして

説明いたします。 

 まず、１行目でございますが、「法制上の

措置骨子」に盛り込まれた事項については、

１行目後段にありますように、平成26年度か

ら29年度までを目途として、順次必要な措置

を講ずるとされ、法改正が必要な項目につき

ましては、平成27年通常国会に法律案を提出

するということを目指すということとされて

おります。 

 内容についてですが、表中の２、医療制度

(6)でございます。持続可能な医療保険制度

の構築をするため、以下の項目について検討

を行い、必要な措置を講ずるとされておりま

す。 

 ①の医療保険制度の財政基盤の安定化につ

いての措置として、２つ掲げられておりま

す。 

 イは、国保の財政支援の拡充が掲げられて

おりまして、ロのほうでは、アンダーライン

をしているところでございますが、イに掲げ

る措置により国保の財政上の構造上の問題を

解決するということをした上で、国保の運営

業務について、財政運用を初めといたしまし

て、都道府県が担うことを基本とするとされ

ております。その上で、保険料の賦課徴収、

保健事業の実施等は、市町村の積極的な役割

が果たされるよう、都道府県と市町村の役割

分担に必要な措置を講ずるということがされ

ておりまして、この部分が、いわゆる国保の

都道府県化と言われている部分でございま

す。 
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 お手数ですが、めくっていただきまして、

23ページをごらんください。 

 市町村が抱えております構造問題を整理し

たものでございます。 

 ①にありますように、国保では、65歳から

74歳の方の割合が３割を超えるなど年齢構成

が高く、１人当たりの医療費も、健保などの

被用者保険に比べると高くなっております。 

 また、②にありますように、無所得世帯が

全体の４分の１を占めていることから、加入

者当たり、１人当たりの所得は低くなってお

ります。医療水準が高い一方で、所得水準が

低いということから、③にありますように、

保険料の負担感は重く、④にありますよう

に、保険料収納率は低くなっております。結

果として、国保事業に必要な費用の確保が難

しいことから、⑤にありますように、一般会

計からの繰り出しにより3,500億円の決算補

塡が行われているという状況にあります。さ

らに、⑥にありますように、財政運営が不安

定となるリスクが高い小規模保険者の割合が

全体の４分の１を占め、⑦の一番下にありま

すように、保険料の市町村格差も大きいとい

った状況にございます。 

 このように、高齢者が多く、医療負担が大

きいという国保の構造問題の解決がなけれ

ば、都道府県化したとしても、市町村国保の

赤字を都道府県につけかえるだけということ

となってしまうことから、法律案において

も、国保の財政支援の拡充というのがまずは

掲げられているところでございます。 

 次の24ページをお願いいたします。 

 国保の都道府県化のイメージを記載してお

ります。 

 左側、現行制度では、市町村が全ての保険

者業務を担当しておりまして、国、県は、必

要な経費の負担と市町村間の財政調整を行っ

ております。それを法律案骨子のほうでは、

右の図のように、保険者機能のうち、県のほ

うで財政運営を含む運営業務を県が担うこと

を基本としておりまして、下のほうが市町村

の部分でございますが、保険料の賦課徴収、

保健事業は市町村が担うということが記載さ

れておりまして、左側の破線の部分に囲って

おります資格管理、保険給付などの制度設計

の詳細については、今後検討するということ

とされております。 

 このため、図の下に記載しております現時

点の課題といたしましては、まずは構造問題

の解決のための財政基盤の強化はもとより、

保険料率の設定はどのようにするのか、それ

から、市町村が担うこととされております賦

課徴収や保健事業のインセンティブをどのよ

うにして確保していくのか、また、破線の部

分でまだ詳細が決まっておりません資格管理

や保険給付の役割分担をどうするのかなど、

整理すべき課題は多いという状況にございま

す。 

 恐れ入りますが、21ページにお戻りくださ

い。 

 上から３行目の黒い星印のところ、地方公

共団体等との協議のところをごらんくださ

い。次の行でございますが、このように、国

保につきましては課題も多いということか

ら、国保の見直しに関する事項について必要

な措置を講ずる場合には、地方自治に重要な

影響を及ぼすということから、地方６団体と

の十分な協議を行うということとされており

まして、地方との協議を経て、県と市町村の

役割分担を固めていくというスケジュールが

示されているところでございます。 

 次に、その他の今回の制度改革の概要につ

きまして、下の表、ちょっと見にくいんです

けれども、下の表の②以降によりまして御説

明いたします。 

 ②は、保険料にかかわります国民負担の公

平の確保についての措置でございます。 

 イは、低所得者の保険料の軽減についてで

ございます。先ほど説明いたしました国保の

構造問題の解決の一環として、低所得者の負
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担を軽減するための措置でございます。 

 ロは、被用者保険者にかかわります後期高

齢者支援金について、中小企業の負担を軽減

するための措置でございまして、総報酬割の

全面導入をすることによって浮くことになり

ます国費を国保の財政に入れることなどが議

論されているところでございます。 

 ハは、医師国保など所得水準の高い国保組

合に対する国庫補助の見直し、それから、め

くっていただきまして、次のページのニは、

国保におきまして所得の高い層におきます賦

課限度額の引き上げのための措置でございま

す。 

 それから、③のイは、１割負担と据え置か

れておりました70から74歳までの方の一部負

担の取り扱いと、負担能力に応じた負担の観

点から高額療養費の見直しを行うということ

が予定されております。 

 また、ロは、医療機関相互の機能分担の関

係から、大病院の初診・外来時にかかわりま

す自己負担のあり方や入院療養時におきます

給食費の自己負担のあり方について検討を行

うということが記載されております。 

 以上、説明させていただきました内容につ

きましては、国において検討を重ね、平成26

年度から、政令改正など、できるところから

順次必要な措置が講じられることとなってお

ります。 

 また、国と地方との協議を行うということ

が記載されておりますことから、県として

は、引き続き必要な財源の確保を求めますと

ともに、全国知事会等と密接に連携するなど

して、国に対して必要な働きかけを行ってま

いりたいと思っております。 

 国保関係は以上でございます。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課の大村でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 お手元の説明資料25ページをお願いいたし

ます。 

 介護保険制度の改革について、(1)から(4)

につきまして、当課及び高齢者支援課から御

説明申し上げます。 

 まず、(1)の在宅医療・介護連携の推進に

ついてでございますが、27ページをお願いい

たします。 

 現状と課題の１つ目の丸ですが、今後さら

なる高齢化が進展し、特に単身高齢者、認知

症高齢者が増加し、地域包括ケアシステムの

実現のためには、医療、介護の連携がますま

す重要でございます。 

 ４つ目、５つ目の丸のとおり、今後、在宅

医療については、市町村レベルで体制を整え

る必要があり、市町村が積極的に関与するこ

とが必要とされております。 

 下の論点でございますが、１つ目の論点、

在宅医療と介護の連携拠点の機能について

は、これまでは国のモデル事業として進めら

れてまいりましたが、今後は介護保険法の中

で制度化するとともに、４つ目の丸のとお

り、医療計画との調和も図りながら、市町村

が策定します介護保険事業計画等に位置づけ

て取り組みを進めたらどうかというふうにさ

れております。 

 28ページをお願いいたします。 

 在宅医療・介護の連携推進のイメージでご

ざいます。 

 市町村が主体となりまして、医師会等と連

携しながら、下の参考欄にありますような取

り組みを進めていくというものでございま

す。 

 29ページからは、予防給付の見直しについ

てでございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 予防給付は、介護保険の認定において要支

援とされた方に対して、リハビリや生活援助

等のサービスを提供するものでございます。 

 現状と課題の１つ目のとおり、現在の予防

給付は、サービスの種類、内容等が全国一律
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で定められており、一方、要支援者は、生活

支援のニーズが高く、その内容は多様であ

り、そのニーズに応えるためには、ＮＰＯ、

民間企業等の参加による重層的サービス提供

が望ましいということでございます。これを

踏まえまして、論点として、市町村が主体と

なって実情に応じてサービス提供ができるよ

う、予防給付を地域支援事業へ移行すること

が検討されております。 

 31ページが介護予防給付から地域支援事業

への移行の案でございます。 

 図の上が見直し前、図の下が見直し後でご

ざいます。 

 介護保険制度におきましては、要介護者に

対する介護給付、要支援者に対する予防給

付、さらに、地域の実情に応じて市町村が柔

軟に実施できる地域支援事業というものがご

ざいます。地域支援事業では、介護保険の財

源を用いて、介護予防事業や地域包括支援セ

ンターの運営など、さまざまな取り組みが行

われております。 

 見直しの案では、要支援者への予防給付に

ついて、地域支援事業を活用いたしまして、

新しい総合事業として、利用者や地域の実情

に応じて柔軟にサービスを提供できるように

するものでございます。 

 次に、32ページからの費用負担の公平化に

ついてでございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 まず、一定以上所得者の利用者負担につい

てでございます。 

 論点の最初にありますように、公平を確保

しつつ、介護保険制度の持続可能性を高める

ためには、現在一律１割の利用者負担を、一

定以上の所得がある方は２割負担にすべきで

はないかということでございます。 

 ３番目のように、厚生労働省からは、一定

所得以上の基準としまして、合計所得金額16

0万円以上または170万円以上の方について、

２割負担にしてはどうかとの案が示されてい

るところでございます。 

 合計所得160万円といいますのは、具体的

な収入ベースで申し上げますと、単身で年金

収入のみの方ということで考えますと、公的

年金控除120万円分、これを足しまして、実

際の収入は280万円、同様に、合計所得金額1

70万円でありますと、実際の収入は290万円

ということになります。 

 34ページをお願いいたします。 

 次に、補足給付についてでございます。 

 補足給付とは、低所得者について、介護保

険施設等での食費、居住費につきまして、限

度額を超える分について給付を行うものでご

ざいます。 

 現状・課題、２つ目にありますように、現

行制度では、世帯の課税状況や本人の所得等

を勘案するのみで、資産がある場合や別世帯

の配偶者に負担能力がある場合であっても補

足給付がなされる仕組みとなっております。

公平性の観点から、問題があるという指摘も

なされているところでございます。 

 このため、論点にありますとおり、住民票

上の世帯の状況にかかわらず、配偶者が住民

税課税の場合には補足給付の対象から外すこ

とや、資産については、預貯金等と不動産を

別扱いとした上で、例えば預貯金等について

は、単身者で預貯金が1,000万円以上、夫婦

で2,000万円以上ある人は補足給付の対象外

にすることなどが検討されております。 

 35ページをお願いいたします。 

 最後に、第１号保険料、すなわち65歳以上

の方の保険料の低所得者軽減の強化でござい

ます。 

 現状・課題、１つ目にありますとおり、現

在でも市町村民税非課税世帯の方については

軽減がなされておりますが、今後、保険料水

準の上昇に伴い、低所得者の方の負担も増大

が見込まれております。このため、論点の２

つ目のとおり、低所得者の方について、現在

の保険料５割軽減の方については７割に、ま
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た、２割５分軽減の方については５割にする

など、低所得者に対するさらなる軽減策等が

検討されております。 

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。 

 よろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課・中島

でございます。着座にて御説明いたします。 

 資料の36ページをお願いいたします。 

 (4)特別養護老人ホームに係る中重度者へ

の重点化関係につきまして、37ページ、現状

と課題と論点に分けて御説明申し上げます。 

 まず、37ページ、現状と課題の１つ目の丸

でございますが、特養入所者に占める中重度

の要介護者の割合は年々上昇し、平成23年で

は約88％になっており、平均要介護度が年々

上昇しているという点でございます。 

 ２つ目でございますが、軽度の要介護者、

要介護１、２の割合は、平成23年では約12％

となっており、一定程度の軽度者の方が入所

しており、その最も大きな理由が、介護者不

在、介護困難、住居問題等であり、６割以上

を占めているという点でございます。 

 この辺の経年変化につきまして、次のペー

ジ、38ページにグラフ化したものがございま

す。年々割合が高まっております。 

 37ページのほうにお戻りいただきまして、

37ページ、現状と課題、３つ目の丸でござい

ますが、特養の入所申込者の方で、在宅で要

介護４または５の方が、前回、平成21年に行

われました全国調査で約6.7万人となってお

りまして、中重度の要介護者の特養ニーズに

どのように応えていくかが大きな課題となっ

ているという点でございます。 

 次に、論点についてでございますが、特養

への入所を希望しながら在宅での生活を余儀

なくされている高齢者も数多く存在している

ことなども踏まえ、特養につきましては、中

重度で在宅での生活が困難である要介護者を

支える施設としての機能に重点化を図るべき

ではないかとの考えから、既入所者の継続入

所にも配慮しつつ、特別養護老人ホームへの

入所を要介護３以上に限定すべきではないか

との提案が行われております。 

 ただ、昨日の新聞等の報道によりますと、

一昨日、30日に開催されました国の審議会の

介護保険部会におきまして、厚生労働省は、

要介護３以上とする当初案を緩和しまして、

要介護１、２の軽度者の方も条件つきで入所

を認める方針を示したとされております。報

道によりますと、具体的には、認知症で常に

見守りが必要でありますとか、あるいはひと

り暮らしで十分な生活支援を受けられないな

ど、やむを得ない事情があれば、特例で入居

できるようにするというものでございます。 

 そうなりますと、事実上、今の本県におけ

る入所判定の実態と同じでございまして、特

段の影響はないのではないかと考えていると

ころでございます。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑はありませんか。 

 

○小杉直委員 ２～３点、23ページ、大塚課

長にちょっとお尋ねですが、この②の所得水

準が低いということの中に、無所得世帯割合

が23.4％というようなことですが、これは具

体的にはどういうふうなことかが１つと、政

令指定都市になった熊本市はどの程度かとい

うとはわかりますかな。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 無所得世帯割

合というのは国の統計でございますけれど

も、世帯に所得がないという統計でございま

す。本県の場合は、無職者という統計をとっ

ておりまして、無職者、何の職にもついてい
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らっしゃらないという方の割合は34.4％、国

保の場合は、働いていた方がやめられたりと

かいう方の加入もしておりますので、そうい

う意味で無職者の割合は34.4なんですが、そ

れを世帯に置き直すと23.4という格好になっ

てまいります。 

 

○小杉直委員 熊本市はどうですか。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 熊本市は、ち

ょっと今統計を手元に持っておりませんの

で、調べて後日御回答いたします。 

 

○小杉直委員 なら、それは後日で結構です

が、続いて、④、ポツの２段目の最高収納率

94.6が島根県、最低収納率85.32が東京都と

なっておりますが、この最高収納率、最低収

納率について、ちょっと私が理解しにくかけ

ん、どういうことかが１つと、熊本県はどう

なのかということはどうですかな。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国のほうで

は、保険税(料)に対する収納率というのを統

計とっております。これを県ごとに出してお

りますが、その県ごとに並べたときに、国保

税に対する収納率が一番高いのが島根県、一

番低いのが東京都となっております。 

 本県の場合は、収納率は、平成23年度、同

じ年度で比べますと90.52％、本県の場合

は、これもまた市町村ごとに統計をとってお

りますものの合計になります。平均収納率に

なりますけれども、最高が五木村の99.1、最

低が熊本市の87.55％というふうになってお

ります。 

 

○小杉直委員 ちょっとおさらいですが、そ

のパーセンテージが高いのがいいのかな、悪

いのかな。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 収納率、パー

センテージが高いほうがいいということにな

ります。 

 

○小杉直委員 そんなら、不交付団体の東京

都あたりが、熊本とか島根とか――低いとい

うのはどういう理由でしょうかね。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保につきま

しては、必要な経費を保険者の方に案分して

負担していただくという制度になっておりま

すが、東京都については、なかなか取れない

といいますか、収納できないと。大都市にな

るほど収納率は低いという傾向になってまい

りますので、顔が見えない中、収納率が低い

のではないかというふうに考えております。 

 

○小杉直委員 次に、２つ目ですが、さしよ

り２つ目で終わりますが、27ページ、いわゆ

る25年問題ですたいね、ここに書いてある。

大村課長かな。そすと、これに関して、やっ

ぱり僻地という表現でよく話ありますが、僻

地の診療対策というとが非常にこれには重要

になると思いますが、熊本の場合には、僻地

診療対策については、この25年問題に関して

はどういうふうに考えておりますかね。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 僻地医療に関しましては、現在大変医師不

足の中で厳しい環境にあるというふうに認識

しております。 

 現在、県におきましては、自治医科大学卒

業生の義務内の医師の派遣等を行いまして、

診療の支援を行っているところでございます

けれども、全体的に医師不足という部分はな

かなか解消できない状況になっております。 

 現在、熊本大学のほうに医師修学資金貸与

制度を設けまして、修学資金の学生等を今養

成しておりますけれども、彼らは基本的に直

接僻地に行くということではございませんけ
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れども、地域の医療に従事していただくとい

うふうな形で想定しております。 

 そういった中で、そういった制度を活用し

ながら拠点病院等を設定しておりますので、

そういったところからの支援ができるような

体制をとりたいというふうに考えておりま

す。 

 あわせまして、社会医療法人制度というの

がございまして、これは、僻地医療を支援す

る医療法人につきましては税制上の優遇措置

があるということで、本県にも幾つか今そう

いう支援していただいている病院がございま

すので、そういった制度を活用しながら僻地

の診療体制を確保していきたいというふうに

考えております。 

 

○小杉直委員 いろいろ聞いてみっとしゃが

な、自治医科大学卒業して僻地診療に何年間

か行かにゃんわけでしょう。終わって県内に

とどまらずに県外に行くパーセンテージが高

いというふうに聞くときがありますが、それ

は対策はどぎゃん考えとるですか。県外流出

というか……。 

 

○三角医療政策課長 義務明けの自治医科の

先生方に関しましては、現在全体的には54％

程度にとどまっております。これにつきまし

ては、本県の場合は県職員として任用されて

おりますので、その後県職員を退職するとい

うふうな形になって各自で再就職をされると

いうふうな、これまで形態でございました。 

 それにつきまして、ことし９月の補正予算

でもお願いをいたしましたけれども、地域医

療支援センターというものを立ち上げまし

て、この中で、そういった今後の義務明け後

のキャリア形成ですとか、就労に関しまして

も相談できるような体制をつくっていくこと

としております。 

 また、今現在、各義務内、面接等を行って

おりますので、そういったものに関しまして

は、個別に、各個人個人相談に応じまして、

必要に応じた支援を行っているところでござ

います。 

 

○小杉直委員 この義務明け後の勤務場所に

ついて、関連して、そこに該当する周りの親

族から聞くと、やっと熊本市中心部に今度は

勤務できるというふうな、親族らしい喜びと

いうか、そういう声と、今度不動産業界にい

ろいろ話聞いてみると、やっぱり御高齢者、

75歳以上は、熊本市内周辺にずっと移動して

きたいと。そうすれば、医療機関にすぐ行き

やすいでしょう。ところが、そのためのアパ

ート、マンションをつくって、不動産業界な

り、関係業界がそれを受け入れた場合に、や

っぱり家賃収入と、その該当するアパート、

マンションの経営時の採算べースが合わない

と――わかるですか、意味は。 

 例えば、高齢者の方が、いわゆる僻地を含

めて、まあ、郡部、田舎におられた高齢者の

方が、医療機関が近い、例えば熊本市とか都

市部に移りたいと、住まいを。すと、その場

合には、マイホームを２軒目建てるというこ

とは無理ですから、家賃、いわゆる賃貸借で

アパート、マンションをお借りするわけです

な。ところが、それを経営するオーナー側

は、家賃とその経営上の採算が合わないと。

だから、25年問題に協力したいけれども、そ

れがなかなかやっぱり関係業界側は採算ベー

スで難しいという問題点も今出とるわけです

たいね。 

 そういうことを踏まえて、今あなたがおっ

しゃった、義務が過ぎた場合の、例えば県外

流出に対する具体的な方法というのは、県は

何か考えとっとですかね。 

 

○三角医療政策課長 先生方全てがそのまま

地域に残っていただくという部分というのは

非常に厳しい部分があるかと思いますけれど

も、先ほど申しましたように、私ども、今い
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ろんな義務明けの先生に対します聞き取り、

意見交換等を常々やっておりまして、ここ５

年間では、全体的には８割程度の部分、先生

方が県内に残っていただいております。 

 といえども、その先生方全てが地域のほう

に行かれているというわけじゃなくて、これ

はあくまでも県内に残られているということ

でございます。そういった部分で、なるべく

先生方の御要望、御要請に沿うような形で私

どもも御相談に応じているところでございま

すけれども、先ほど申しましたように、個別

の先生方、御相談――地域医療支援センター

等も設立して、全体的な配置体制等について

も協議していくような形にしておりますの

で、そういった中で対応してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 

○小杉直委員 ５年間80％というのは、他県

よりも高いか低いかわかりませんが、印象的

には高いような感じがしますが、なかなか難

しい問題ですので、引き続きしっかり取り組

んでいただくということで、もう質問は終わ

ります。 

 

○渕上陽一委員長 住宅のほうはよろしいで

すかね。 

 

○小杉直委員 住宅。 

 

○渕上陽一委員長 よかですかね。 

 

○小杉直委員 それはよございます。 

 

○重村栄委員 ２～３点、ちょっと質問と、

ちょっと意見交換をしたいところがあるんで

すが、まず少子化対策の問題の中で、今まで

は、待機児童解消とか、そういう話がすごく

重点的にやられてきて、それが回り回って少

子化対策だということだったと思うんですけ

れども、ただ、私の個人的な感覚からする

と、待機児童解消という、そういった施策、

今までとられてきた施策は、どちらかという

と、女性の社会進出を支援するという面が非

常に強かったんではないかなという感じを持

っていました。これが少子化対策にならない

ということじゃないんですよ。ただ、どちら

かというと、重点的にはそちらのほうが強か

った、そういう色合いが強かった施策じゃな

かったかなと思って受けとめていたんです。 

 今回、初めてとは言いませんけれども、妊

娠、出産、そして子育てという連続的な支援

という方向性が打ち出されてきたということ

は、これは非常にいいことじゃないかなと思

っておりまして、やっぱり妊娠から始まると

いう捉え方というのは大事なことだと思っ

て、そういった意味での、こういう視点での

施策というのは非常に歓迎すべきことかなと

思って受けとめております。 

 これまでとられてきたその少子化施策とし

ての実行、効果、熊本県における効果という

ものをどういうふうに捉えていらっしゃるの

か、まずちょっとその辺をわかれば、何か所

見があれば教えていただきたいなというのが

１点。 

 それから、説明資料の33ページの下のほう

に、――一定以上の所得者の利用負担したの

ところですけれども、被保険者全体の上位20

％に該当するとか、あるいは被保険者のうち

所得額が上位おおむね半分以上というところ

が出てきているんですけれども、熊本県にお

いてもこういうふうな比率なのかどうか。こ

れ、多分全国的な比率だろうと思うんですけ

れども、これは熊本県においてもこんな比率

なのかどうか、わかればちょっと教えていた

だきたい。もし違えば、熊本県はどの程度の

比率になっているのか。 

 それからもう一つ……。 

 

○渕上陽一委員長 済みません、なら、先に

２つしてからでよろしいですか。 
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○重村栄委員 どっちでもいいですけれど

も。 

 

○渕上陽一委員長 一遍にいくと、多分みん

な混乱されるだろうと思いますので、済みま

せん。 

 

○重村栄委員 じゃあ、まず２つだけで結構

です。 

 

○渕上陽一委員長 まず、先に少子化対策か

ら。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 少子化対策の効果というお尋ねでございま

したけれども、熊本県におきましては、一応

合計特殊出生率は、全国が1.41なんですけれ

ども、熊本は1.62ということで、いつも全国

平均よりも上位にありまして、順位的には、

ことしは、平成24年は６位というような状況

でございます。 

 ただ、今までとった施策といいますのが効

果があったかどうかという検証といいます

か、それはなかなかできていないんじゃない

かなと思っています。それは、本県だけじゃ

なくて、全国的にこういうふうに歯どめがか

かっていないという検証がされた上で、やっ

ぱり危機突破という形で、これは、先ほど有

識者会議の議論を踏まえてと申し上げました

けれども、少子化危機突破タスクフォースと

いう会議で決められているんですけれども、

それぐらい危機感を持ってされているという

ことで、なかなか歯どめがかかっていないと

いうのは、本県に限らず、全国的な傾向だと

思っております。 

 あと、妊娠、出産について視点が向いたと

いうのは大変いいことだと思っていまして、

特に最近不妊治療がふえているんですけれど

も、高齢化してきています。40以上になる

と、なかなか妊娠しませんし、流産も多くな

ります。ただ、なかなかそういう知識が行き

渡っていないというのがあって、どうしても

出産がおくれがちになるというのがあります

ので、その辺の正しい知識をこの機会に啓発

していくというのも必要じゃないかなと思っ

ています。 

 以上です。 

 

○重村栄委員 今課長から話があったよう

に、特殊出生率で見れば、熊本県は平均より

も高い。かといって、以前から見て、熊本県

の数字だけ見て随分回復したかというと、か

なり上昇はしていますよね、幾らかね。1.5

幾つぐらいだったのが1.6幾つと上がっては

きているんですけれども、そういった意味で

は、上がってはきているんで効果があったと

見るべきなのかもしれませんけれども、た

だ、やっぱり今回妊娠から云々と出ていると

いうのは、全体的に見て、今までの施策が必

ずしも少子化対策につながってないという反

省のもとだろうというふうに私受けとめてい

まして、そういう面で今回の施策は必要だと

思いますので、十分にその辺は進めていただ

きたいなと思いますし、ただ、社会構造上核

家族化が進んでいることも、１つは少子化の

原因にあるんではないかな。 

 やっぱり親と一緒に住んでいると、そうい

う面では経済的にも若干手助けもあるでしょ

うし、子供を見てくれるという面もあるでし

ょうし、いろんな子育ての相談にもなるとい

うこともあるでしょうし、いろんな面で同居

というのは、そういった面で少子化にストッ

プをかけることもあるのかなと。だから、社

会構造上の問題もあって少子化が進んでいる

とは思っているんですけれども、そういった

こともこれからの取り組みの一つとして、ど

うやって子供を育てるか、子供を育てる母親

をどう助けていくかという観点から、こうい
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った取り組みはぜひやっていただきたいなと

思っています。 

 あとの……。 

 

○渕上陽一委員長 次に、費用負担のとこ

ろ、大村課長。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 委員お尋ねの件は、この数字、上位20％、

あるいは上位おおむね半分以上という、これ

は御指摘のとおり全国の数字でございます。

本県の場合は、県の所得水準を考えますと、

これよりも少なくなるということが考えられ

ますが、申しわけございません、現段階では

本県の数字は把握はいたしておりません。 

 

○重村栄委員 数字はつかんでない。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 は

い。 

 

○重村栄委員 一回、どのくらいになるか…

…。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 ちょ

っとそれは当たってみまして、また数字あり

ましたら……。 

 

○重村栄委員 平均所得低いので、かなり下

回るのかなと思うんですけれども、実際どの

くらいになるか、わかったら教えてくださ

い。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 は

い、承知しました。 

 

○重村栄委員 それともう１つ、いいです

か。 

 

○渕上陽一委員長 重村委員。 

 

○重村栄委員 特別養護老人ホームの関係の

件なんですが、今要介護度でどうするこうす

るかと議論があっているんですけれども、

私、以前からずっと思っていたんですが、医

療費を減らそうということで特養をつくっ

て、社会的入院を外していくという形がとら

れてきて、そういった面では医療費は削減を

してきているのかなと思っているんですが、

ただ、トータルの福祉とかいう観点からする

と費用は膨らんでいるんじゃないかなと。あ

る面では、社会的入院を認めたほうがトータ

ルの福祉という経費は少なくなるんじゃない

かなというちょっと疑問を持っているんです

けれども、本当に介護は全部別の扱いをやる

べきなのかどうか、社会的入院だっていいん

じゃないかなと、そのほうが逆にいい面もあ

るんじゃないかなというのを個人的に思って

いるんですけれども、どんなでしょうか。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 今委員おっしゃいました点につきまして

は、現在進んでおります、できるだけ在宅で

生活できるようにという地域包括ケアという

流れの中で、施設から在宅に移していくとい

う、それはコスト的にどうなのかという御指

摘かというふうに思いますが、一般的に施設

の中での介護給付とそれから在宅での給付と

いうのを比較いたしますと、要介護度が同じ

であった場合でも、在宅のほうがやっぱり安

くはなっております。 

 ただ、一概にはこれは言えないというのは

十分承知しておりますけれども、ただ、トー

タルでコスト的に在宅でやったがいいのか施

設がいいのかというの、なかなか一概に比較

は難しいかとは思っておりますが、急性期の

病院等では、かなりもう患者の方が多くて収

容ができずに、本当にケアが必要な方に医療
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サービスが提供できないというような状況も

ある中でございますし、高齢者の方も、でき

るだけ在宅で最期を迎えたいという御希望も

あるということでございますので、それぞれ

の必要に応じて、またニーズに応じて選択で

きるような、よりよいケアを受けられるよう

な体制づくりは大事ではないかというふうに

考えております。 

 

○重村栄委員 今、介護は介護という線引き

をして、医療機関じゃない、あくまでも介護

の特養だとか、そういった施設で何とかしよ

うかという話があって、その中で、在宅のほ

うがいいという方の意見もあり、在宅を認め

ようという話があっているんですけれども、

基本的には、介護をする人がいない、あるい

は介護をするのが非常に難しい、そういった

問題が非常に多いんですよね。本人は自宅で

してもらいたいんだけれども、家族からして

みれば、とてもじゃないけど自宅じゃ難しい

よという問題、現実にあってて、介護でノイ

ローゼになっている方も結構いらっしゃるん

ですよね。 

 そういったことを考えると、できる人は在

宅でもいいと思うんですが、何でもかんでも

在宅という発想はちょっと逆行しているんじ

ゃないかなと、現実にね。と思うし、それ

と、しゃにむに介護関係の、福祉関係の施設

でということじゃなくても、要するに医療機

関をもっと使ってもいいんじゃないかなと、

そんな感じがしているんですよ。 

 昔、社会的入院、多かったですよね。案外

そのときはスムーズに回ってたんですよ、家

庭の方々もあんまり負担感なくて。ただ、医

療費の問題とかいろいろあってこういうふう

なシステムになっているんですけれども、本

当にこういう線引きが必要なのかなと、もう

少しそれ、昔のよさもあってしかるべきかな

と、私、最近ずっと思っているんですけれど

も、この辺はどうなんですかね、現実問題と

して。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 介護保険制度ができる前、確かに、社会的

入院というのが病院で進んでいたという実態

があったかと思います。 

 介護保険制度ができましたときに、介護保

険による介護療養型の施設、いわゆる表面上

は病院に見えるんですが、いわゆる医療保険

ではなくて介護保険を使った施設ができてお

ります。 

 ただ、医療保険と介護保険を比べますと、

もうトータルでいきますと、トータルの給付

は、個人負担は別にしまして、全体で見ます

と医療保険のほうが相当高いという実態がご

ざいます。そういう流れもありまして、介護

保険制度ができたときに介護療養型の施設が

できたと。それから、その後もう10数年たち

ますけれども、介護療養型につきましても、

基本的には平成29年度末をもって廃止すると

いう法律が今通っておりまして、介護療養型

につきましても、老健でありますとかに転換

をしていただくと。または医療保険のほうに

戻っていただくという道ももちろんございま

すけれども、基本的にはそういう老健等への

転換を進めるという状況でございます。 

 片や、重村委員言われますように、在宅で

中重度、特に認知症あたりの介護というのは

非常に厳しいという現実もございまして、例

えば認知症対策につきましては、グループホ

ームが相当数伸びてきております。グループ

ホームは、実は施設サービスではなくて居宅

サービスの一つとして、実は介護保険法上は

位置づけられております。当然宿泊等されて

おりますけれども、そういうことで、グルー

プホームなり、一定の特養とかの施設整備を

今後とも一定割合続けていく必要があると考

えているところでございます。 
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○重村栄委員 確かに、今いろんな施策が出

た中で、いい面もあるんですよね。全て否定

しているわけじゃないんですけれども、た

だ、私たちが相談受けたりする現実問題の中

に、例えば、医療機関に入院していました、

もう置けないから、じゃあ老健に行ってくだ

さい、また何かあったら医療機関に戻します

と。キャッチボールやっているだけなんです

よね、同じ丼の中でね。こういう現実問題が

あるんですよね。何でそんなことまでやらな

いかぬのかなと。家族の人って負担感がある

んですよ、そういうのに対して。 

 本当に違った立場で物を見たやり方もある

んじゃないかなと。縦割りばっかりせんでも

いいんじゃなかろうかなんていうのが本当に

単純な疑問なんですよ。確かに、いろんな施

策の中で、おっしゃっているような施策をや

れば、見た目はいいんですよ。見た目はいい

んですけど、現実問題としては、家族なんな

りは疑問のほうが多くなっているんですよ。

施策を変えるたびに、厚労省とか仕事がふえ

るだけで職員は減らぬのですよ。自分たちの

仕事をふやすためにいろんな施策をつくって

いるような感じにしか見えなくて――新しい

ものをつくると初期投資がかなり要っている

んですよ。特養にしても、老健にしても、建

物に補助金いっぱい出したり、こんな費用ま

で考えたら本当に安くなりよるのかなと。も

う少しトータルで物を見たら違うんじゃない

かなという気がしているんですけれども、こ

こでちょっと課長とやり合ってもしようがな

いんですけれども、ちょっとそういう疑問を

持っていまして、やはりもうちょっと違った

視点から物を見たやり方も必要じゃないかな

という気がしているという感想だけちょっと

述べておきたい。 

 

○渕上陽一委員長 よろしいですかね。 

 

○平野みどり委員 今の関連なんですけれど

も、重村委員のおっしゃることはもうよくわ

かります。私もいろんな御相談を受けるんで

すけれども、本当に流浪の民みたいにいろん

なところを点々とされなきゃいけないような

現状とかあったり。 

 今のお話をずっと聞いていると、社会的入

院のその時代もよかったんじゃないかという

お話ですよね。要するに、安心していられる

場所、そして家族も負担感なく老後を精神的

にもしっかりと支えていてあげられるような

環境をつくるということが大事なんですね。

それが病院であるか、あるいは特養であるの

か、グループホームであるのかというのは個

々に違うとは思うんですけれども、往々にし

て、家族が一緒に住んでいると、この部分ま

では家族が見られますよねみたいな、ケアマ

ネジャーさんたちというか、介護保険の方た

ちがおっしゃるような場面がある。 

 私の場合は、うちの母はひとり暮らしで、

私と同居できない状況があるもんですから、

やっているんですけれども、認知症がまだな

いので、要介護２ですからひとり暮らしやっ

ていますけれども、24時間対応できるよう

に、安全センターみたいなところからペンダ

ントをもらって、それ、何かあったときはす

ぐ押すんですね。そうすると、15分ぐらいで

来ていただけるというふうなこととか、あ

と、訪問看護も、救急の場合はお医者さんも

看護師さんも来ていただけるように、日程の

中に週１訪問看護入れているとか、そういう

ような形で、ひとり暮らしの人のほうが手厚

くやっていただける部分があって、家族がい

ると家族のほうの負担にちょっとおぶさるよ

うな制度なんだなというのを、うちのケース

とほかの方たちのケースを見ていると感じる

んですよね。 

 だから、家族が精神的にもう安定して虐待

もなく見ていけるのは、やはり家族の負担も

――本人の、どこで最期まで暮らしたいかと

いうことがまず第一ですけれども、家族が一
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緒にいようが家族の負担をとにかく軽減して

いくような仕組み、とにかく病院に入れた

り、特養に入れれば、入ってもらえば、それ

は24時間ずっと親のことを考えとかなんとい

うことの負担感はなくなるわけですけれど

も、同居してて、いろんな社会資源を、デイ

サービスも含めていろんなのを使っても、や

っぱりはざまの部分で負担というのはあっ

て、家族の社会生活というのがとても阻害さ

れるというか、進められなくなる部分という

のはいっぱいあって、だから、今お話を聞い

てて、そういう意味での、本当に負担のない

在宅というか、在宅介護というか、在宅のみ

とりというか、それを丁寧にやっていく必要

があるのかなと。これはもう県に言うだけの

話じゃないですけれども、国がそこもしっか

りと考えてもらわないといけないんですけれ

ども、介護保険といいながら、本当にやっぱ

り家族の負担は大きい制度だなというような

気がしていますね。 

 ちょっと今意見だったので。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに。 

 

○甲斐正法委員 今の関連等もあるんですけ

れども、27ページから28ページの資料につい

てですけれども、医療と介護との関係性を市

町村が担っているということで、今後、こ

れ、いろんな課題が出てくるだろうと思いま

すが、今執行部が考えられている課題という

のはどういうことを今考えられていますか。

課題が全然出てないんですけれども。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 委員、この医療と介護の連携を進めていく

上での課題ということでありますけれども、

まず、やっぱり第１点でありますのは、関係

者の意識ということではないかと思っており

ます。関係者といいますと、まずは地域包括

ケアを中心となって進めていくべき市町村

が、これまで余り医療とは縁遠い存在であっ

たということでございますので、そこをいか

に意識を変えて、医療も含め、在宅、地域包

括ケアのほうに市町村が目を向けてもらうか

というのが第１点と思います。 

 それ以外には、医師会、医者の御理解、そ

れから介護保険制度の中でケアプラン策定等

に当たります介護支援専門員の理解が必要で

あるということで考えておりますし、あとも

う一つは、県民の方の御理解ですね。訪問看

護等、まだ十分御存じない方もいらっしゃい

ますので、そこに対する啓発も必要であると

思っております。 

 それらにつきまして、当課は、医療政策

課、それから保健所、それと市町村もですけ

れども、一緒になって普及啓発を進めており

ますし、今後も引き続きそれをやっていきた

いと思っております。そうした中で、相当意

識も変わってきておりますし、在宅医療と介

護の連携を進めていく土壌というのは相当で

きてきておりますし、その中で先行的な取り

組みというのも生まれてきているというふう

に認識しておりますし、引き続きやっていき

たいと思っております。 

 以上です。 

 

○甲斐正法委員 現状は、いわゆる退院から

ケアマネがかかわってというところでスター

トすると思うんですね。何かこういう形にな

ると、介護が主体的に、どっから主体的にな

るのか、医療がどこまで主体的にやるのかと

いうところの関係性というのが、すごくやっ

ぱり関係者の理解がないと難しいところがあ

るなというのはよく感じるんですね。やっぱ

り県がきちんとしたものをつくっていかない

と、市町村に任しとっても、その辺の調整と

いうのはすごく難しいだろうなという気がす

るんですけれども。 
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○大村認知症対策・地域ケア推進課長 委員

おっしゃるとおり、確かに、だれが、どこま

で役割を担うのか、責任を持つのかというこ

とですけれども、一番まずいのは、間、エア

ポケットができるのがいけないと思っており

まして、今の委員おっしゃいました退院から

在宅ということでいきますと、それぞれの取

り組みが重なり合うといいますか、例えば退

院のときに医療機関が行います退院時の会

議、カンファレンスにケアマネ等が出席する

なり、あるいは在宅に戻った後も、医療機関

とその福祉サイドでしっかり連絡を取り合う

というふうなことが必要だと思っておりま

す。 

 いずれにしても、それぞれの利用者の方を

多職種で見ていく体制づくりが大事であると

思っておりますし、これについて、もう地域

包括ケア、市町村にあるからといって市町村

にお任せということは毛頭考えておりません

し、かなりこれは県が率先して、私どもリー

ダーシップ発揮して、しっかりやっていく必

要があると思っておりますし、そういうこと

を念頭に置きながら取り組みを進めてまいり

たいというふうに考えております。 

 

○甲斐正法委員 ということでは、③で在宅

医療・介護連携に関する研修の実施というの

を市町村に任せるのか県が主体的にやるのか

というのは、今のところどういう形でやろう

とされていますか。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 ③の

研修、これは県で、保健所の取り組みも含め

まして県で積極的な取り組みを進めておりま

す。市町村の職員ですとか、それから介護関

係の職員に対しました研修、それから医師会

等に対する働きかけも、医療政策課とともに

進めているところでございます。 

 

○甲斐正法委員 医師会へのルートというの

は、市町村、なかなか持たぬでしょうから

ね。とても大変だと思いますね。 

 済みません、先ほど中園課長がお話しされ

ましたけれども、合計特殊出生率のことです

ね。いわゆる1.62で全国６位ということを言

われていましたけれども、この数字、どこま

で、どの辺を目標に解決すればいいと考えら

れていますか。 

 

○中園子ども未来課長 人口置換率といいま

して、今の人口が保てる率というのは2.07と

言われていますけれども、それはなかなか厳

しいかなと思っております。 

 先ほど重村委員のほうから、合計特殊出生

率が横ばい、ちょっと盛り返しているという

話がございましたけれども、実はちょっと数

字のマジックがありまして、２点原因がある

んです。１つは、合計特殊出生率というの

は、15歳から49歳までの女性が一生に何人産

むかということなんですけれども、その分母

になる女性の数自体が減ってきていますの

で、それで上がっているという面と、ちょう

ど今の時期、団塊ジュニアの世代といいまし

て、団塊世代の子供たちが30代後半になって

子供を産んでいるんですね。だから、この人

たちが40代に入っていきますと、もう産まな

くなりますので、また下がっていくのは目に

見えているんです。そういったことで非常に

危機的な状態があるということでございま

す。 

 

○甲斐正法委員 だから、数字だけが一つの

評価ではないと思うんですよね。 

 

○中園子ども未来課長 そうです。 

 

○甲斐正法委員 取り組みの方向性というの

が具体的に今後、例えば妊娠とかについて、

教育関係者との連携というのが今後必要にな

ってくるのかなという、お話を聞いとってそ
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う思ったんですけれども、学校との連携とい

うのはうまくいくんですか。 

 

○中園子ども未来課長 今学校との連携は、

教育委員会の体育保健課のほうと一緒に思春

期保健教育というのをやらせていただいてい

ます。高等学校に、私立も含めてですけれど

も、県の費用で講師を派遣するという事業を

やったりしていますけれども、この妊娠とか

出産について正しい知識を与えるというとこ

ろに県費を投入して学校とかかわるというと

ころまでは、まだ行っておりません。 

 

○甲斐正法委員 だから、その辺というのは

各県ですごく格差がありますよね。例えば長

崎とかその辺は、もう一般的にそういうこと

に触れているというか、教育の中でもやられ

ているということで、熊本はなかなか遅いか

なという感じがするんですけれども。 

 

○中園子ども未来課長 委員おっしゃるとお

り、佐賀県とか非常に学校との連携ができて

て、うらやましいんですけれども、一つのき

っかけとしまして、うちの職員に１人、教職

で２年間ぐらい来ている職員がいますので、

その人を思春期保健教育の担当にしまして、

できるだけ体育保健課と行き来をして、連携

を図るようにという取りかかりはつくったと

ころなんですけれども、そういったところか

ら始めております。 

 

○甲斐正法委員 ぜひその辺を本格的にやる

んであれば、教育関係だけがやっていると、

ほかのところの批判とかいろいろ出るでしょ

うから、今後こういうことを県全体で取り組

むんだという方向性をどっかで示して――だ

から、例えば避妊にしても、普通にテレビに

出てその問題取り上げたりとかいうこともあ

りますよね。ですので、そういうのが行き渡

らないと、きちんとしたものができないのか

なということでは、それは子供世代だけでは

なくて、やっぱり親世代も、今そういう時代

で、きちんと避妊ということについても考え

ていく、あるいはそういう性交渉やったらど

うなるのかというところも、やっぱり性教育

の中でやっているみたいなところもあります

ので、全体的にそういうのがレベルアップし

ないと――この少子化ということにも結構つ

ながってくるんじゃないかなということは思

うんですね。 

 もう１点、先ほど小杉委員が言われました

不動産の話ですけれども、これはすごく重要

な課題かなと思っていますけれども、いわゆ

るリバースモゲージというやつだと思うんで

すね。先ほどの補足給付の問題にも関係する

んですけれども、家とか土地を持っていると

補足給付がもらえないということで、その資

産をどう換金するかという形が、これはどの

課がどういうふうに取り組んでいくのかとい

うことで、ちょっとお伺いしたいと思いま

す。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 委

員、今お話しいただきました介護保険の補足

給付でいきますと、その不動産があるとき

に、それは補足給付はせずに一旦市町村が―

―今国が検討しておりますのは、補足給付は

せずに、不動産資産がある場合には市町村が

貸し付けを行って、その方がお亡くなりにな

ったとき等に、そこを精算していくという取

り組みでございまして、ちょっと現段階でど

こがというのは、恐らく介護保険制度の中の

取り扱い、最終的には市町村がやっていくと

いうことになると思いますし、それに対する

情報提供でしたり、支援ということであれ

ば、当課等が中心となってやっていくのかな

というふうに思っておりますが、ちょっと済

みません、今まだ具体のあれが出ておりませ

んので、いずれにしても、それは、やるの

は、実務としては市町村がやっていくという
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ことになるかと。介護保険の担当部局がしか

るべきところと連携しながらやっていくとい

うことになるのかなと思っています。 

 

○甲斐正法委員 ぜひきちんとしたところを

見せていただければと思います。 

 以上です。 

 

○平野みどり委員 委員に関連なんですけれ

ども、まず、リバースモゲージですけれど

も、実績としてはもうスタートしているんで

すか。もう上がっているんですか。前々から

もリバースモゲージでという――資産があっ

て、それをというふうには言われていました

けれども、具体的に熊本市あたりでもやって

いるのかなと思うんですけれども。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課の青木でご

ざいます。よろしくお願いします。 

 リバースモゲージにつきましては、社会福

祉協議会、ここでされておりまして、生活保

護とか生活福祉資金絡みでうちが多少かかわ

っておるんですけれども、実績としては、ち

ょっと取り組みが始まった年度までは記憶し

てないんですけれども、実績としてはまだ余

り多くない、ちょっとこれもうろ覚えなの

で、数字控えますけれども、実績としては、

まだまだ少ないという状況だというふうに理

解しております。 

 それは、資産が、例えばたしか500万以上

ないと使えないとか、そういうのが社協のほ

うの制度ではありまして、そのあたりがちょ

っと、利用の、そういう制度があるという普

及の問題とか、そういうことはあるかという

ふうに理解しております。 

 

○平野みどり委員 子供たちが相続とかとい

うことを考えて、それをさせないというのも

あるのかなと。実際は、親御さん１人で住ん

でて、介護施設とか、別な不動産のところに

行きたいんだけど、遠方に離れている子供た

ちがそれをさせないみたいなのも何かちらっ

と聞いたりもしたので、ここら辺はちょっと

課題だなと思うんですけれども、何かそれが

進めば、住みかえとかということもどんどん

できるようになるんだろうと思うんですよ

ね。医療機関に便利がいい都市部に移るとい

うこともあるし、あるいはもう高齢の方、長

年住んでいたら、うちがもうバリアフルで使

えないので、もっと動きやすい住宅に移ると

いうこともあると思うんですよね。だから、

これがもっと進めばいいなとずっと思ってい

たんですけれども、なかなか進まないような

状況があるかなと思っています。 

 それと、少子化に関してなんですけれど

も、結婚、妊娠、出産の支援という部分で、

私なんか結婚のところはちょっと引っかかる

んですけれども、そんなのは個人の問題だか

ら。ただ、妊娠して、そして出産するとい

う、どういう形態であれ、その方を支援する

ということをきちんとやっていこうというこ

とは大歓迎だろうと思います。 

 それと、ちょっと不妊治療に関してですけ

れども、これも個人の問題ですから、いつま

で挑戦するのかというのはもう御本人のあれ

なんでしょうけれども、それを助成するとい

う意味では、公費が入るので、そこら辺はや

っぱり年齢制限があるのは仕方ないのかなと

も思うわけですけれども、こうやって不妊治

療をずっとやっていると行き詰まってしまい

ますよね、精神的にもかなりきつくなってし

まって。一方、連日のように、子供を産んで

すぐ捨てるとかというふうな親もいるわけで

しょう。生まれてきた子供をとにかく社会で

育み育てていくという視点では、不妊治療を

やっていらっしゃる方に、ある程度のところ

で、例えば里親という制度もあるんですよと

か、そういうようなことというのは情報とし

て入れているんですかね、どうなんでしょう

ね。 
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○中園子ども未来課長 済みません、子ども

未来課でございます。 

 委員が前半おっしゃった不妊治療、年齢制

限が平成28年度から42歳までということで入

ります。これは、有識者の会議で検討され

て、43歳以上になりますと、出産に至る割合

が50回に１回になるんだそうです。そして、

不妊治療を受けて出産した人が、約９割まで

が６回以内に妊娠しているということで、そ

の年齢制限と回数制限が入ってきます。それ

も科学的なデータに基づいていますので、冒

頭おっしゃったように、産むか産まないかは

確かに自由なんですけれども、御自分の人生

設計の中で、子供を産みたいという気持ちが

あるならば早く産んだほうがいいですよとい

う知識は行政としても出していかなきゃいけ

ないと思っています。 

 あと、里親の話をしているかどうかという

のは確認したことはございませんけれども、

不妊対策検討会というのを年に２回やってお

りますので、その中でもちょっと話題にして

みたいと思います。 

 

○小杉直委員 不妊について関連質問、よご

ざいますか。 

 

○渕上陽一委員長 小杉委員。 

 

○小杉直委員 不妊治療ですたいね、私の知

り合いの周りも不妊治療ば過去にされて、な

かなか実現できないし、国会議員さんの奥さ

んもそういうとをされてきとる人も知っとる

わけですが、平野委員がおっしゃったよう

に、なかなかいろんな精神的な、肉体的な課

題、問題が出てくっとですたいな。これは、

国が根元ですが、県でできることは、不妊治

療に対する社会的認識ですたいね。周りの方

が不妊治療に対する理解をして、そういうこ

とをする人たちにちゃんと社会的認識を広げ

ていくというようなことですたいな。そぎゃ

んとは県でアピール的にでけぬもんでしょう

かね。今、私の知り合いの中でも、やっぱり

こっそりされている方がほとんどですもん

ね。もうちょっと社会的認識を皆さんがし

て、子供が欲しいための不妊治療をしていま

すよというようなことが多く理解されるよう

な県民の意識づくりというのはでけぬもんで

すかな。 

 

○中園子ども未来課長 確かに、こっそりさ

れているというか、秘密にされている方もい

らっしゃるとは聞いているんですが、私は行

ったことないんですけれども、不妊治療の専

門医療機関を実地調査した職員の話による

と、すごくオープンで、何か普通に普通の医

療機関みたいに出入りされているという話も

聞きますので、少し認識も変わってきたのか

なと思うんですけれども、先ほど申し上げた

妊娠の適齢期といいますか、そういうのの啓

発とあわせて、不妊治療も決して特殊なこと

じゃないんだという話もあわせて考えていき

たいと思います。 

 

○岩中伸司委員 関連して申しわけない。す

ぐ関連ばかり出てくる。 

 私は、根本的に、この少子化対策で、この

４ページに書いてありますね、これは県とは

直接は、まあ国が今度この基本方針を出して

いるんですが、緊急対策の柱で、３本の矢と

いうのははやり言葉ですかな。これで推進と

いうことでしてあるんですが、その１本が子

育て支援、②が働き方改革、③が結婚・妊

娠・出産支援、こういう形で緊急に対策を講

じて少子化に歯どめをかけようというふうな

ことが国の考え方のようですが、これは、こ

のことに対してどう思われているのかな。私

は、少子化対策の一番の原因というか、根本

的な要因がはっきりしないと対策が出ないと

思うんですが、私は、これまでいろんな政
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策、いわゆる子育て政策というか、子供に対

する政策は不十分であったけれども、ある程

度やられてきていると思うんですね。だか

ら、どこが原因で少子化になったのかがない

まんま、この国はこういう緊急対策を出して

いるなと。この場で議論することじゃないか

もしれませんけれども、感想だけでも課長が

……。 

 

○中園子ども未来課長 冒頭おっしゃった３

本の矢というのは、本当にアピールするため

の、いろんなところで３本の矢を使っていら

っしゃいますので、非常に危機的な状態なん

だというのを言われるためのものかなと思い

ます。 

 あと、どうしてこういうふうな危機的な状

態かといいますと、実は、昨年の社会保障・

税一体改革のときに出された話なんですけれ

ども、胴上げ型から肩車型へというのをお聞

きになったかもしれませんが、50年前は、65

歳以上の１人を９人で支えていたんだそうで

す、働き手９人で。それが今は３人で１人、

騎馬戦型と言われていますけれども、それが

2050年になると、1.2人で１人を支えるとい

う肩車型という、そういう危機感があって、

こういうセンセーショナルな言い方をされて

いるんだと思うんですが、あと、根本的なこ

とに手を打たなきゃとおっしゃっていた話を

しますと、やっぱり１つは結婚しないという

のがあるんですね。子供を産まないというの

があるんですね。この共通していることは、

やっぱり経済的な面があると、データ的にも

出ています。やっぱり300万年収があるかど

うかで大きく――男性ですけれども、結婚の

率が変わるんですね。だから、ここにも出て

いますように、経済的支援、重点的にやって

いくというのも大事なことかなと思っていま

す。 

 

○岩中伸司委員 私もそのとおりだなという

ふうな思いでいるんですね。やっぱり根本的

な問題は、もういかに今20代、30代の青年が

低賃金で働いているのかということで、将来

の展望というか、人生設計もできないような

その場限りの生き方ということで、そういう

でたらめな経済状況になっている中で、何か

そういうところが覆い隠されているような気

がして、そこをきちっとやるということだか

ら、私は、これはやっぱりある意味では国の

そういう産業育成、経済成長いいけれども、

本当にそこで働く人たちに手の届くような経

済成長、経済発展の政策じゃないところに大

きな原因があると思うんですね。 

 ですから、今課長おっしゃったように、少

なくとも300万以上ぐらいの年収があったり

すれば、22～23になれば、そろそろ彼女がで

きたら、彼氏ができたら結婚して、子供がで

きて、何とか学校に行かせるぞというふうな

将来設計というのができると思うんですけれ

ども、現状の社会、日本の社会では、それが

ますます厳しくなってしまっているというこ

とが大きな原因ですから、これは、一つの厚

生常任委員会管轄だけではもう問題解決でき

ない。ただ、子育てという意味では具体的な

いろんな施策があると思うんですけれども、

少子化の緊急対策で、これはこの部署だけで

は話にならぬなというのが私の印象ですね。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課ですけ

れども、この説明資料が少子化社会対策会議

の決定事項だというふうに申し上げましたけ

れども、これは同じ内容が骨太の方針にも盛

り込まれております。だから、経済財政運営

としても、国としてはこれをやっていくとい

う方針は出されております。 

 

○岩中伸司委員 そこはしっかり力入れない

かぬな。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課でございま
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す。 

 済みません、先ほどリバースモゲージの話

がありましたので、ちょっと補足をさせてい

ただきます。 

 このリバースモゲージ、正式名称は、要保

護世帯、生活保護等が必要な世帯向けの不動

産担保型生活支援と申しまして、平成19年12

月から熊本県の社会福祉協議会で運用が開始

されております。 

 対象者は、原則として65歳以上の高齢者世

帯、なおかつ、居住用の不動産の評価額がお

おむね500万以上を保有する者、これを対象

にしているということでございます。 

 そして、貸し付けの実績でございますが、

これは、私の手元にありますのは熊本市を除

く数値でございますけれども、24年度末現在

の数値なんですけれども、またふえている可

能性あるんですが、19年12月に始まって25年

３月末までで貸し付けに至ったケース、熊本

市を除いて５件という状況でございます。 

 今後とも普及が必要というふうに認識して

おります。 

 以上でございます。 

 

○小杉直委員 関連してよかですか。 

 

○渕上陽一委員長 はい。 

 

○小杉直委員 私も補足説明しておきますが

ね、さっき僻地医療に関連して、中心市街

地、あるいは医療機関に近いところに移る御

高齢者の話しましたでしょう。今おっしゃっ

た制度は制度ですが、それと別に、大事なこ

とは、元気な老人がいるわけです、必要です

たいな。元気な御老人がこれからの自分の体

調保持のために、そういうところに移るとい

うふうなケースに対する採算ベースが合わな

いという現状ば説明したということですの

で、そういう側面も理解しとってもらいたい

ということと、もう１点、中園課長に、いろ

いろ少子化問題の話出とりますが、これはも

う国家の大事な、大きな危機ですもんね、少

子化問題は。それで、県庁職員さんは県民の

公僕的なところがありますが、県庁職員さん

は、出生率でなくて、子供さんの平均数はど

のくらいかわかりますか。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課として

は把握しておりません。 

 

○小杉直委員 提案ですが、経済的な問題が

岩中先生もおっしゃったように大きなハード

ルがあるわけですよ。だから、給料ダウンを

早く回復して、なるべく給料アップにつなぐ

ような県政をやってもらうということが現実

的な問題です。 

 もう一つは、県庁職員には夫婦生活の推進

強化、いわゆるセックスですたいな、柄に合

わぬことば口にするばってんが、そういうと

も、夫婦生活の推進強化なんかも現実問題と

してあっとですよね、これはね。これはしな

はらぬでよかばってんですね。そういうふう

な給料ダウンの改善ばひとつ我々も頑張って

いきたいと思いますので、参考までに言うと

きます。 

 

○渕上陽一委員長 ほかにありませんかね。 

 

○岩中伸司委員 高齢者の問題で、23ページ

ですか、市町村国保の問題で、一番下の⑦に

市町村間の格差で示してありますが、この

前、視察で行かせてもらった富山県というの

が最小でずらっと並んで、最大は、それぞれ

医療費、所得、いろいろありますけれども、

格差が富山県だけ極端に少ない、少ないとい

うか、格差が最小であるということと、大き

いところの――熊本県はどれぐらいになっと

るか、調査されているのかということがあれ

ば教えていただきたいと思います。 
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○大塚国保・高齢者医療課長 保険料につき

ましては――しばらくお待ちください。少し

資料を出します。 

 保険料につきましては、市町村格差は、先

ほど御説明いたしましたが、1.7倍というと

ころでございます。 

 

○岩中伸司委員 それは保険料、国保のな。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 はい。 

 

○岩中伸司委員 あとはわからぬかな、所得

とかあれは、ここと担当が違うけんですね。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 それで、補足

いたしますと、この保険料というのは、基本

的には医療費格差の水準とほとんど同じでご

ざいますので、大体本県においては1.7倍と

いうことで御理解いただいていいと思いま

す。 

 

○岩中伸司委員 この格差の問題もあるんで

すけれども、国保の保険料が高いというの

は、もう本当に地域の中からいろいろ声があ

るんですけれども、今後もこれは、高齢化が

さらに進んで医療費がますます必要になって

くれば、介護保険もそうですけれども、国保

の保険料もずっと高くなっていくんではない

かということで、市町村でいろいろ努力はさ

れているようですけれども、この辺につい

て、今後どういうふうな形でそういうのを抑

えていくのか、展望、具体的な何か考え方が

ありますか、方針というのは。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保、それか

ら後期高齢者医療に関しましては、やはり医

療費適正化の取り組み、例えば、先般御議論

いただきました後発医薬品の普及を図ったり

とか、それから多受診とか重複受診とか、そ

ういう取り組みをやっていただく、さらに

は、健康診断、いわゆる未然に予防していた

だくと、健康づくりを推進していただくとい

う意味では、国庫の補助金とかを使いまし

て、そういう取り組みもしていただくという

ことが非常に大切なことということで考えて

おります。 

 

○岩中伸司委員 私、今のような形で努力を

されていくということわかりますけれども、

１つには、医療機関、これのどういう形でそ

の地域にどれだけそういう医療機関があるの

かということでも違ってくると思うんです

が、私が住んでいる荒尾というのは意外と医

療費は一番県内でも高いほうなんですね。何

でかなというのがまだわからないんですが、

やっぱりそれだけ苦労している人が多くて病

人が多いのかなというふうな思いでいるんで

すけれども、そういう医療機関の関係が非常

に私は医療費との兼ね合いもあると思うんで

すね。終末医療の問題もあるんですけれど

も、やっぱりそういう形で医療機関とのそう

いうふうな連携というか、そこはできないか

なと思うんですが、そういうふうな医療機関

との、そういう医療費を抑えていくというふ

うな、そういうことの話はなかなかできない

と思うんですが、それはどこかできています

かね。 

 

○三角医療政策課長 直接のお答えになるか

どうかわかりませんが、考えられるのは、数

といいますより、やはり同じ診療で幾つも病

院を受けられたりとか、軽症でも２次医療機

関とか高次の医療機関を受けられたりとか、

そういったことが一つの要因として考えられ

ます。 

 いわゆる適正受診ということがやっぱり今

から取り組んでいくべきということで、私ど

もそういった観点から適正な受診ということ

に――これは、救急でもないのに時間外に行

くとか、そういうのを含みますけれども、い

 - 25 -



第６回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成25年11月１日) 

わゆるフリーアクセスという部分で、許され

ている部分で、そういった部分がやっぱり見

受けられますので、適正な受診、それからか

かりつけ医を持っていただくとか、こういっ

たものについて現在普及啓発を図りまして、

医療費の抑制というものにつなげていってい

る一つの例でございます。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑はございませ

んか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が２件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、藤本子ども家庭福祉課長から報

告をお願いします。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課の藤本です。よろしくお願いいたします。

座って説明させていただきます。 

 ２件の報告をさせていただきます。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 熊本県配偶者等からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する基本計画の見直しについて

です。 

 この計画は、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する法律に基づく計画で

す。いわゆるＤＶに関する基本計画になりま

す。現行の第２次計画は、平成20年度に作成

しておりますけれども、計画期間が本年度を

もって終了することから見直しを行うもので

す。 

 １の現行計画の概要についてですが、現行

計画は、計画期間は平成21年１月から平成26

年３月までとなっておりまして、基本理念

に、人権意識の高揚、暴力を容認しない社会

の実現など、５つを掲げております。 

 記載事項としましては、資料に記載のとお

り、県のこれまでの取り組みの成果と課題、

それらを踏まえた計画の基本理念及び施策の

体系といった構成となっております。 

 次のページをお願いいたします。 

 ２の取り組みの現状等ですけれども、ま

ず、主な現状として、県の女性相談センター

におけるＤＶの相談件数と女性一時保護所に

おけるＤＶを原因とする一時保護者数を記載

しております。表に記載のとおり、相談件数

については、平成19年度以降1,000件以上で

高どまりの状況となっております。 

 一方、一時保護者数は、年度ごとの入所者

数で変動が見られておりますけれども、１日

平均の入所者数で見てみますと、ここ６年間

は、おおむね２人から３人程度で推移してい

る状況です。 

 (2)の課題につきましては、このようなＤ

Ｖ相談件数が高どまりしているという現状等

も踏まえまして、ＤＶの未然防止教育等の推

進、発見・相談体制の強化、被害者の安全な

保護体制の充実、被害者の自立支援に向けた

環境整備、関係機関との連携等の強化を主な

課題として捉え、作業を進めてまいりたいと

考えております。 

 ３のスケジュールにつきましては、11月に

庁内・関係機関との調整を経まして、男女共

同参画審議会に諮り、来年１月にはパブリッ

クコメントを実施します。そして、再度３月

の男女共同参画審議会での審議を経た上で、

最終案を３月の常任委員会で御報告したいと

考えております。 

 引き続き、次の説明に参ります。 

 ３ページをお願いいたします。 

 熊本県ひとり親家庭等自立促進計画の見直

しについてです。 

 この計画は、母子家庭及び寡婦の生活の安

定と向上のための措置に関する基本的な方針

に基づく計画です。現行の第２期計画は、平

成21年度に策定しておりますけれども、計画

期間が本年度をもって終了することから見直
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しを行うものです。 

 １の現行計画の概要についてですが、現行

計画は、計画期間は平成21年４月から平成26

年３月までの５年間となっておりまして、基

本理念に、ひとり親家庭等が自立し安心して

生活できる環境づくりの推進を掲げ、記載事

項としましては、資料に記載のとおり、ひと

り親家庭等の現状と課題、それらを踏まえた

具体的な施策の展開といった構成となってお

ります。 

 次のページをお願いいたします。 

 ２の取り組みの現状等ですが、昨年度に実

施しました熊本県ひとり親家庭等実態調査を

踏まえ、主な現状を３つほど掲載しておりま

す。 

 なお、この実態調査は、県内の児童扶養手

当受給資格者及び各世帯の中から無作為で約

4,000名を抽出し、アンケート調査を行い、

回答をいただいた約1,900名分を取りまとめ

たものです。 

 １つ目に記載しておりますのは、ひとり親

家庭の方々は、さまざまな生活上の不安を抱

えているという現状です。アンケートの結果

では、多い順に、生活費、仕事、子供のこと

という順になっております。 

 また、２つ目は、正社員率や賃金が低いと

いう現状です。正社員率が45.8％、平均勤労

収入が約159万円となっております。 

 そして、３つ目が子供の教育への悩みを抱

えているという現状です。49.7％の家庭が子

供の大学への進学を希望されておりますけれ

ども、学習塾の利用等の率は約20％となって

おります。 

 さらに、この資料には記載しておりません

けれども、学習塾を利用していない理由の約

６割が経済的な理由というデータもございま

す。 

 (2)の課題につきましては、そのような現

状を踏まえて、安定的な雇用と収入の確保、

仕事と子育ての両立、孤立化防止と社会全体

でひとり親家庭等を支えていく意識の啓発、

養育費確保と面会交流の推進、子供の学びを

支える仕組みづくりを課題として捉えまし

て、作業を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 ３のスケジュールにつきましては、11月に

庁内関係機関との調整を経まして、熊本県ひ

とり親家庭等自立促進計画推進委員会による

協議を行い、来年１月にはパブリックコメン

トを実施します。そして、再度３月の自立促

進計画推進委員会における協議を経た上で、

最終案を３月の常任委員会で御報告したいと

考えております。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○小杉直委員 その他のその他で１つありま

す。 

 

○平野みどり委員 質疑というか、意見交換

したいんですが、このＤＶ、相談は高どまり

ということですけれども、一時保護を終え

て、そして自立というか、に向けた環境を整

備していくという部分に当たると思うんです

けれども、一時保護を出た後の居場所、そこ

ら辺は今どんな状況なんでしょうか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 一時保護を出た

後の居場所という意味のことになるかと思い

ますけれども、まず１つは、母子生活支援施

設というのがあります。これは、御本人さん

の子供を含めた自立を促すための支援する施

設です。それ以外でいいますと、あともう一

つは、とりあえず住む場所が要るという場合

については、県営住宅を何戸か確保しており

まして、そういうところで６カ月とかあるい

は目的外使用で入っていただくとか、そうい
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うやり方もとっております。そういった中

で、職業、就職活動も行いながら、子供を育

てながら自立していただくという形になりま

す。 

 

○平野みどり委員 そういったＤＶの被害を

受けた方たちを支援しているＮＰＯとかもあ

ると思うんですが、ＮＰＯが持っている施設

に入ったりするケースもあるんですか。それ

とも、その県営住宅に入っていらっしゃると

きにＮＰＯがかかわって支援をしていくと

か、そういうことなんでしょうか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 平野委員おっし

ゃっているＮＰＯ、幾つかあると思うんです

けれども、私どもで今連携をとっております

のは、自立の前の一時保護の場所に当たると

ころで、民間シェルターと言っていますけれ

ども、県の一時保護施設というのは、結構県

の施設なもんですから規則とかも厳しくて、

自由に――もちろん外出させないんですけれ

ども、そういったこともあって、もっと自由

なところがいいというその被害者の方もおら

れて、そういう方には、民間のそういうシェ

ルターに御案内するような場合があります。

そういったことで、そういうところとは連携

とっています。 

 

○平野みどり委員 県外もありますか、県

外。今、熊本だと、嫌だというか、危ないと

いうことで随分離れたところにとか、九州内

のどこかとか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 九州外の場合に

つきましては、今は基本的には母子生活支援

施設を女性相談センターのほうと、あと、福

祉事務所で相談されて、もう遠く離れたとこ

ろに避難していただくという形をとっており

ます。 

 

○平野みどり委員 ＤＶの相談をして、そし

て行政とか警察がかかわっていく中で、何か

暴力をする人、夫が多いんだと思うんですけ

れども、エスカレートして殺人とかになって

いったりしていますよね。そこら辺、警察と

の危機感の共有とか体制というのは昨今どう

なんでしょうか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 まず、とりあえ

ず警察との連携という意味では、とりあえず

逃げるとき、まず、それはもちろん連携とっ

ています。ほとんど着の身着のままで、いわ

ゆる逃げられるとか、あるいは母子生活支援

施設に入居するときに、夫のすきを見ていく

ということで、そういうところに、施設のほ

うからとか、あるいは県のほうから見守って

入れるということはしています。 

 それから、入った後は、特に個別の連携と

いうのはとっておりませんけれども、市町

村、それから県、もともといた市町村です

ね、これはどういうことかといいますと、例

えば児童扶養手当なんかを支給する関係で、

そういうところから情報が漏れるという場合

があるもんですから、地元の市町村、それか

ら逃げた先の市町村というところとはもう十

分連携をとって、そういう情報が漏れないよ

うに、そういう連携は十分とっておるところ

です。 

 

○平野みどり委員 もうこの仕組みができて

長いので、経験も積んでおられると思います

けれども、新しいところで生活をしていると

ころにまで押しかけたりとか、一時的に暴力

はあったけれども、もとのさやにおさまって

なくて、またさらに暴力とかという話も聞く

ので、本当に悲劇的なことができるだけ起こ

らないように、県警等の連携、そういうのも

しっかりやっていただきたいなというふうに

思います。要望をさせていただきます。 

 ひとり親のほうもいいでしょうか。 
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 正社員率45.8％ということですが、テレポ

ート、ああいうのが多いんですかね。この正

社員率の中身ですね、どういうお仕事で正社

員として仕事ができているのか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 済みません、こ

の正社員の中身まではちょっと設問として聞

いておりませんので、職種まではちょっと聞

いておりません。なかなか就職が厳しい状況

の中ではあるので、先ほど平野委員おっしゃ

いました、私どもとしては、すぐにでも職に

つけるような、そういうサポートをしており

ますけれども、それはもうさまざまな職種で

自分で資格を取りながら、例えば看護師の資

格を取るとか、そういうサポートも県のほう

ではしておりますので、そういう面で資格を

取って取得する場合もありますし、それぞれ

の立場で頑張っておられると思います。 

 

○平野みどり委員 私の知り合いでも――い

いです。やめときます。 

 

○岩中伸司委員 今の関連で聞けば、今おっ

しゃった正社員の率は45.8％で、平均勤労収

入159万ということで低いですので、これは

正社員の人たちのアンケートの結果だけじゃ

なくて、そうじゃない人たちの収入も含めた

平均ということで理解していいですか。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 総平均でござい

ます。 

 

○岩中伸司委員 総平均でですね。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 はい。 

 

○岩中伸司委員 その他でいいんですか。 

 

○渕上陽一委員長 今の報告についての質疑

です。 

 なければ、報告に対する質疑を終了させて

いただきます。 

 次に、その他に何かありませんか。 

 

○小杉直委員 前回、鳥栖の重粒子線センタ

ーの視察を提案しましたら早速予定に入れて

いただきましたので、委員長と副委員長並び

に執行部の御協力に感謝申し上げます。 

 以上でございます。 

 

○岩中伸司委員 子宮頸がんワクチンの副作

用ということで新聞にも載っているんですけ

れども、これは熊本県内の状況はどういう状

況なのか、現状だけ教えていただければ。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。 

 子宮頸がんの現状ということですが、副作

用の現状ですが、今副作用でいただいている

報告は４件いただいておりまして、医療機関

のほうから厚生労働省に報告が上がりまし

て、報告が厚生労働省のほうから私のほうに

通知が来るということで、４件いただいてお

ります。 

 

○岩中伸司委員 そうすると、この新聞報道

による県内のケース、４人のこれは、いつの

やったかな、10月の３日かな。 

 

○一健康危機管理課長 10月の３日の記事だ

と思います。 

 

○岩中伸司委員 ３日の記事の、この範囲以

外はもうないということで理解していいです

か。 

 

○一健康危機管理課長 この時点においては

そうということだということ、それ以後現時

点まで、まだ厚生労働省から通知が来ていま

せんので、ただ、今後のことはまだ私どもわ
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かりません。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに何かありません

か。 

 

○増永慎一郎副委員長 山内課長にお伺いし

ますけれども、先日新聞に掲載されましたフ

ッ化物洗口の話題なんですけれども、あれの

経緯をちょっと教えていただきたいんですけ

れども、何でというふうなことを、新聞に載

せられたかという経緯を……。 

 

○山内健康づくり推進課長 経緯につきまし

ては、私のほうが出たのが日曜日だったと思

いますが、その１週間ちょっと前に、一県民

の方から熊日のほうに、フッ化物というのは

非常に危険だし、効果もないと聞いている、

ＷＨＯも、禁忌といいますか、使うなという

ふうに指導をしているのに、どうして県でフ

ッ化物の推進に当たっているのだというよう

な投書欄への投書がありました。 

 私も、内容が非常に誤解に基づく御意見だ

ったものですから、これはもう県民の方々に

も投書された方にも正しいことをぜひ御理解

いただきたいという趣旨で投稿させていただ

いております。 

 

○増永慎一郎副委員長 先日、ちょっと子供

の学校のＰＴＡの会議がありまして、以前か

らフッ化物洗口については先生たちにもお願

いをしてもおりましたし、教育委員会等にも

お願いをしていたんですけれども、その記事

の話、記事を私コピーしまして配ったわけな

んですよ。見られていた方がかなりいらっし

ゃいまして、やはり保護者がそのフッ化物洗

口についての知識が全くないというのが現状

でして、やはりいろんなところから悪いよう

な形で伝えられているケースがかなりあった

もんで、せっかくいい機会ですので、あれを

やっぱりもとにされて、もうちょっと別のと

ころでも、ああいったきちんとした説明を、

例えば今回全校全体的にされるということで

すので、保護者あたりにある程度初めに告知

をされると、非常に取り組みやすいんじゃな

いかというふうに思いましたので、応援意見

としてよろしくお願いをしておきます。 

 以上です。 

 

○山内健康づくり推進課長 貴重な御意見あ

りがとうございます。 

 今の各市町村のほうにもいろいろずっと説

明に回っておりますが、市町村単位でまたは

学校単位ででも保護者の方向けのそういった

説明会を開催される際には、医師、歯科医師

の方を初めとするアドバイザーなり、講師な

りの派遣も、とにかく何でもやりますから

と、ぜひぜひお声かけくださいというような

こともやっておりますし、また、あわせて、

テレビとか雑誌とかでも、別途、本年度虫歯

予防のためにはフッ化物が一番安全で効果的

だよというキャンペーンといいますか、そう

いう広報活動をやっているところです。 

 今後とも引き続き、やっぱりまずは保護者

の方々に理解をいただくのが一番だと私ども

も思っておりますので、頑張ってまいりたい

と思っています。 

 

○渕上陽一委員長 ほかにありませんか。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 先ほど御質問にうまく答えられなかった数

字につきまして御報告したいと思います。 

 まず、小杉委員からお尋ねの、熊本市の所

得水準が低いというところでございますが、

ストレートな統計はございませんが、合計所

得金額33万以下の方については、国民健康保

険料７割軽減するという措置をとっておりま

す。その７割軽減の方の割合が32％でござい

ます。ですから、32％の方は、合計所得は33
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万以下であるということで、ストレートな回

答ではございませんけれども、その数字を申

し上げたいと思います。 

 それから、岩中委員からお尋ねの、１人当

たりの医療費の格差についてでございます

が、一番高いのが水俣市で49万6,000円余、

それから一番低いのが小国町の26万5,000円

ということで約２倍、大まかに言うと２倍の

差があると。 

 それから、保険料については、23年度の数

字で、一番高いところがあさぎり町の９万4,

623円、一番低いところが津奈木町の５万6,6

70円くらいということでございます。 

 以上、報告させていただきます。 

 申しわけありませんでした。 

 

○小杉直委員 わかりました。 

 

○渕上陽一委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○渕上陽一委員長 なければ、以上で本日の

議題を終了いたしました。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

  午前11時59分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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